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○つがる市半島振興対策実施地域に係る固定資産税の特例措置に関する条例施行規則 

平成17年２月11日規則第52号 

改正 

平成21年２月23日規則第10号 

平成27年12月18日規則第31号 

つがる市半島振興対策実施地域に係る固定資産税の特例措置に関する条例施行規則 

第１条 この規則は、つがる市半島振興対策実施地域に係る固定資産税の特別措置に関す

る条例（平成17年つがる市条例第53号）第６条の規定に基づき、条例の施行に関して必

要な事項を定めるものとする。 

第２条 条例第３条に規定する固定資産税の不均一課税に係る最初の年度は、新設又は増

設に係る製造事業用設備を事業の用に供した日の属する年の翌年（当該日が１月１日で

ある場合においては、当該日の属する年）の４月１日の属する年度とする。 

第３条 条例第４条第１項の規定により不均一課税の申請をする者は、固定資産税不均一

課税申請書（様式第１号）に次に掲げる書類を添付しなければならない。 

(１) 事業計画等 

(２) 不動産登記事項証明書 

(３) 生産設備明細書（償却資産、家屋及び土地の取得年月日、取得価額等） 

(４) 土地及び工場等建物の平面図 

２ 前項の場合において、固定資産税の不均一課税に係る第２年度及び第３年度の申請に

当たっては、添付書類の全部又は一部を省略することができる。 

第４条 条例第４条第２項の規定による決定の通知は、固定資産税不均一課税決定通知書

（様式第２号）による。 

附 則 

（施行期日） 

１ この規則は、平成17年２月11日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則の施行の日の前日までに、合併前の木造町半島振興対策実施地域に係る固定

資産税の特例措置に関する条例施行規則（昭和61年木造町規則第９号）、柏村半島振興

対策実施地域に係る固定資産税の特例措置に関する条例施行規則（昭和62年柏村規則第

１号）、稲垣村半島振興対策実施地域に係る固定資産税の特例措置に関する条例施行規
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則（昭和62年稲垣村規則第１号）又は車力村半島振興対策実施地域に係る固定資産税の

特例措置に関する条例施行規則（平成３年車力村規則第７号）の規定によりなされた処

分、手続その他の行為は、それぞれこの規則の相当規定によりなされたものとみなす。 

附 則（平成21年２月23日規則第10号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（平成27年12月18日規則第31号） 

この規則は、平成28年１月１日から施行する。 

様式第１号（第３条関係） 
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様式第２号（第４条関係） 

 


